＜政策ニュースレター第166号＞
中央公聴会が開催され、連合・菅家副事務局長が意見表明

　衆院社会保障と税の一体改革に関する特別委員会

連合政策ニュースレターより、標記内容についての報告がありましたので、通知いたします。

　6月12日午前、衆議院社会保障と税の一体改革特別委員会は、年金改革に関する中央公聴会を開催した。連合からは、菅家　功副事務局長が公述人として出席し、年金改革に関して意見表明を行った。

(１)菅家　功　連合副事務局長　意見表明

　菅家副事務局長は、保険料拠出者であると同時に、将来の年金の受給者となる働く現役世代を代表し、一体改革関連法案として提出されている年金機能強化法案（3月30日国会提出）と被用者年金一元化法案（4月13日国会提出）について、基本的に賛成の立場から意見表明を行った。

　具体的には、短時間労働者への社会保険適用拡大は、今回の見直しが約45万人を対象とされた点は残念としつつも、全ての雇用労働者の社会保険適用に向けた第一歩として、確実に実現すべきと強く主張した。また、与野党協議で焦点になっている低所得者への年金加算については、年金制度内で所得再分配機能を強化する観点から望ましいと述べた。その他、被用者年金一元化は、年金制度の公平性確保のための第一歩として確実に実施すべきと述べた。

(２)議員との質疑応答

　菅家副事務局長に対する議員からの質疑は、以下の通り。

（民主党・岡田康裕議員）

　自営業者を含めた年金一元化についてどう考えるか。

（菅家副事務局長）

　連合としては、年金一元化にあたっては２段階の改革が必要であると考えている。具体的には、第１段階として基礎年金の全額税方式化と被用者年金の一元化を行い、第２段階として自営業者の所得比例年金を創設し、被用者と自営業者の所得比例年金の一元化を行った上で、最終的に基礎年金を最低保障年金に転換する、というものである。

　ただし、この２段階の改革を行うためには、所得捕捉など、自営業者の所得比例年金創設に向けた条件整備を行う必要があるため、40年程度かけて移行する中長期的課題として提起している。

（自民党・橘　慶一郎議員）

　今回の法案では、社会保険の適用拡大に関して中小企業への負担の配慮の観点から従業員規模基準などが設けられたが、見解は。

（菅家副事務局長）

　連合は、労働時間週20時間以上の労働者は、原則すべてを社会保険の適用対象とすべきと考え、今回の法案がまとまるまでの間も運動を展開してきた。

　ただし、一度にすべての雇用労働者に社会保険適用を拡大することは困難であることは理解をしている。今回の法案では、20～30時間の短時間労働者独自に勤務期間要件が定められトリプルスタンダードとなったことや、企業規模要件などが設けられた点は残念であるが、現実的に問題を解決しながら、早急に原則全ての雇用労働者への社会保険適用に向けた改革を行うべきであると考えている。

（公明党・坂口　力議員）

　専業主婦をはじめとした短時間労働者自身が社会保険の適用を望んでいないという指摘があるが、見解は。

（菅家副事務局長）

　老後に国民年金しか受け取ることができないことに対する不安を感じている人や、健康保険にある出産手当金や傷病手当金といった休業補償を受けることができず安心して働くことができない人は多くいるが、こうした労働者は社会保険の適用を望んでいる。

　「短時間労働者自身が社会保険の適用を望んでいない」との指摘については、単純に保険料負担の面ばかりがクローズアップされ、社会保険の適用を受けるメリットが伝わっていないのだけであると考えている。

　その上で、それでも適用を望んでいない短時間労働者いるということは、社会保険料の支払いを躊躇しているからであり、むしろ将来のために保険料を払う余裕がない低賃金が問題だ。そうした問題の改善が必要だ。

（公明党・高橋千鶴子議員）

　最低保障年金の財源について、連合の改革ではどう考えているのか。また、税財源の最低保障年金を創設した場合、現在基礎年金財源に入っている厚生年金保険料の事業主負担分が軽くなるが、どう考えるか。

（菅家副事務局長）

　連合が提起している年金改革は、最低保障年金の財源は全額税とし、その半分を一般財源、その半分を社会保障目的税、すなわち消費税で賄う設計としている。

　なお、現在、基礎年金財源に入っている厚生年金保険料の事業主負担分は、所得比例年金に関する事業主負担の割合の引き上げにより、引き続き負担すべきである。

（きづな・中後　淳議員）

　消費増税について賛成か。

（菅家副事務局長）

　社会保障目的税として消費税を引き上げることには基本的に賛成だ。

（きづな・中後　淳議員）

　複数の都道府県で最低賃金が生活保護水準を下回っている状況にあるが、見解は。

（菅家副事務局長）

　早急に最低賃金を引き上げるべきだ。

（社民党・吉泉秀男議員）

　社会保険の適用拡大については、負担増となる事業主から反対の声が上がっているが、事業主に対してはどのように理解を求めていくべきか。

（菅家副事務局長）

　短時間労働者を多く雇用する業種では事業主負担が増えるので、負担のバランスを踏まえつつ適切な支援策を講じ、現実的に理解を求めていくべき。

（みんなの党・山内康一議員）

　年金の支給開始年齢の引き上げについての見解は。

（菅家副事務局長）

　年金の支給開始年齢は、高齢者雇用施策とセットで議論することが必要不可欠である。現在、国会に提出されている「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律の一部を改正する法律案」は年金の支給開始年齢が65歳となることを前提とした内容となっており、引き上げについては議論の前提に至っていない。

（みんなの党・山内康一議員）

　被用者年金一元化法案の取りまとめプロセスについてどう考えるか。

（菅家副事務局長）

　政府による関係者への説明と協議が不十分なまま、被用者年金制度内の労使間の協議が行えずに法案化されたことは残念だ。

＜その他の公述者の意見表明の状況＞

　その他の公述人の意見陳述の状況は大要以下の通り。

（慶應義塾大学教授・駒村康平氏） 

今回の年金制度改革の方向性は、ライフコースに中立な制度とすべきなど、ＯＥＣＤ諸国で実施された改革の方向性とも合致しており、正しいものだ。個別分野で言えば、社会保険の適用拡大は、年金保険料未納者の増大などの対策として是非実施すべき。また、低所得者加算など、国庫負担を低所得者層に重点化することも賛成。ただし、基礎年金にマクロ経済スライドを適用することは反対。これは新たな低年金者を生む。

（日本総合研究所主任研究員・西沢和彦氏） 

低所得者加算や高所得者の年金減額は、負担と給付が明確な社会保険原理に反するものであり基本的に望ましくない。また、被用者年金一元化は、共済年金積立金の仕分け方法や事務組織のあり方にまだ検討の余地がある。なお、マクロ経済スライドはデフレ下でも発動可能な仕組みとすべき。

（みずほ年金研究所理事・小野正昭氏） 

社会保険である年金制度内で、低所得者加算などの「防貧」の施策を盛り込むことは、自助・共助の理念を歪めるのではないか。また、スウェーデン方式の年金制度を日本に導入することは、給付水準などの問題から強い制約条件がある。

（年金コンサルタント・河村健吉氏） 

消費増税は反対。証券優遇税制の撤廃など、他にやるべきことがある。年金分やで言えば、受給資格期間の短縮は無年金者対策に資するものであり賛成。また、年金財政の健全性を検証する意味でも、５年に１度財政検証を行った結果を、国会で審議する場を設置することが必要だ。

